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令和２年芽室町議会定例会３月定例会議一般質問 
令和３年３月１７日再開 

質問議員 

氏  名 
質 問 項 目 質 問 の 内 容 ・ 要 旨 

答 弁 を 

求める者 

寺 町 平 一

（40 分間） 

 

 

 

 

１ スクールバ

ス横転事故に

伴う児童・生

徒に対する心

のケアについ

て 

本年１月、町内においてスクールバスが路外に逸脱し横転した事故が発生した。 

バスに乗っていた児童・生徒が事故の恐怖から、バスに乗りたがらないという声を聞いている。児童・生

徒に対する心のケアはどう対応したのか伺います。 

教育委員会 

 

 

 

 

 

２ 誰もが安心

して快適に利

用できる道路

交通環境整備

の実態はどう

であるかにつ

いて 

① 本年１月、町内におけるスクールバスの事故。当時、吹雪による吹き溜まりのためハンドル操作を誤

ったとの話を当事者から伺っている。これが事実とすれば道路環境整備が追いついていなかったと考え

られるが、実態はどうであったのか伺います。 

② 事故が起きた道路にはスノーポールが設置されていなかった。これも道路交通環境整備の不備と考え

られる。道路の端が分かるよう、スノーポールの設置をすべきと考えるが見解を伺います。 

③ 今回のような事故の再発防止を徹底し安全・安心な道路交通環境整備を進めるため、どのような検討

をし、どのような指示をしたか伺います。 

町 長 

 

 

正村紀美子

（45 分間） 

１ コロナ禍に

おける総合計

画の進捗と今

後の展望につ

いて 

芽室町総合計画は、８年後のあるべき姿としての将来像を実現するため町の政策の基本的な方向を示した

もので、第５期総合計画（以下、総合計画）は 2019 年度から 2026 年度までが計画期間である。 

新型コロナウイルス感染症による経済社会情勢への影響や町政への影響を点検し、今後の総合計画のあり

方について町長の見解を伺う。 

① 新型コロナウイルス感染拡大の長期化は、社会経済活動に多大な影響をもたらしている。また日常生

活には「新しい生活様式」が取り入れられ、住民の意識や行動にも変化が起きている。こうした社会状

況の変化について町はどのように認識され、これまで総合計画の実現に取り組まれてきたのか。 

② 2021 年度は総合計画実現に向けた新たな機構で町政が動き出す年である。さらには後期計画策定のた

めの検証作業も始まる。そこで、コロナ禍における後期計画策定について町長の見解をお伺いする。 

 

 

町 長 
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質問議員 

氏  名 
質 問 項 目 質 問 の 内 容 ・ 要 旨 

答 弁 を 

求める者 

渡辺洋一郎 

（60 分間） 

１ 子どもたち

が安心して学

べる環境づく

り 

子どもたちにとって学校は学びの場であり、生活の場でもあると考えます。子どもたちが安心・安全に過

ごせる教育環境が重要です。 

制服や校則などについては各学校が定めるものと承知しておりますが、制服については、現在、町内の３

中学校ごとに定められ、義務教育課程にも関わらず、性別によって最大で２万７千円の価格差が生じていま

す。また近年、性の多様性について、教育現場でも人権意識の醸成を図る動きが各地で起こっており、学校

制服においても選択できるようにしたり、あるいは制服そのものを廃止する学校もあります。 

町は芽室町子どもの権利に関する条例を制定しており、子どもの持つ権利と町の役割などを定めていま

す。 

子どもの人権が守られ、安心して学校生活を送ることができるために、制服や校則などについて教育委員

会としてどのような見解を持っているのか、以下の３点について伺います。 

① 学校制服の意義、目的についてどのような見解か伺います。 

② 学校校則について、教育委員会としてどのように把握し、各学校と関わっているのか伺います。 

③ 子どもたちに性の多様性や人権意識の醸成を図るために、教育委員会としてどのような取組みをして

いく考えか伺います。 

教育委員会 

 

堀 切  忠 

（60 分間） 

１ 新型コロナ

感染症対策に

ついて 

政府は２月、新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言を 11 都府県に発出しました。北海道は、２月末まで

集中対策期間として札幌市及び小樽市との不要不急の往来を控えるよう道民に求めています。十勝では２月

に入り２週間連続感染者が報告されていませんでしたが、２月 23 日公立芽室病院で２度目の集団感染（クラ

スター）が発生しました。 

12 月の一般質問で、医療・介護施設等での定期的なＰＣＲ検査を提案しましたが、厚労省の通達でも「高

齢者施設等の入所者や従事者に対する検査を積極的に実施するよう」求めています。また、プール検査も認

めることになりました。広島県や札幌市等でも無症状者に対するＰＣＲ検査を実施するなど、全国的にも自

治体の取組みが広がってきています。あらためて、芽室町においても特に重症化リスクの高い、医療・介護

施設へのＰＣＲ検査を定期的に行い、「ゼロコロナ」をめざすべきと考えますが、町長の考えを伺います。 

町 長 

２ 男女共同参

画について 

第３期芽室町男女共同参画基本計画がスタートして２年経ちますが、２年間の取組みの進捗状況と課題、

今後に向けどのように取り組んでいくか町長の考えを伺います。 

町 長 

 

３ 平和・非核

宣言について 

今年１月 22 日「核兵器禁止条約」が 50 を超える国と地域の署名・批准により発効しました。被爆者の長年の訴えが

、世界の国々を突き動かし、実現した画期的な成果です。 

芽室町は昭和 61 年３月に平和・非核宣言をし、平成 21 年３月に平和市長会議に加盟しました。芽室町議会では、核

兵器禁止条約に日本政府が署名・批准するよう求める意見書を平成 30 年６月全会一致で採択しました。 

核兵器を違法とする国際法が生まれ、核廃絶へ新たなスタートとなりました。芽室町として今後、平和・非核宣言を

行った町として、これまでどのような取組みをし、今後どのような取組みをしていくか町長の考えを伺います。 

町 長 
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質問議員 

氏  名 
質 問 項 目 質 問 の 内 容 ・ 要 旨 

答 弁 を 

求める者 

立 川 美 穂

（70 分間） 

１ 芽室町の魅

力を発信し町

内事業者の活

性化につなが

る「ふるさと

納税特典贈呈

事業」につい

て 

本町は、町外からふるさと納税をされる方に対し、町の特産品を贈呈する「ふるさと納税特典贈呈事業」

を推進しています。 

現在、新型コロナウイルス感染拡大の影響等により、消費・経済活動が停滞するなか、ふるさと納税の件

数増加に取り組むことは、新たな財源の確保と返礼品を提供する町内事業者の活性化等につながり、さらに

は本町の魅力発信を効果的に行えると考えることから、以下について町長の見解を伺います。 

① 総務省が行う家計調査によると、昨年度は家計費に占める「内食」（家庭内調理品）への支出比率が

増え、道内他自治体においても前年度と比較し、寄附額が大幅に増加するなどの動向がありました。こ

のことは、コロナ禍による「巣ごもり需要」が大きく影響したと考えますが、本町においては昨年のふ

るさと納税の件数の実績をどのように分析し、今後どのような方向性で取り組もうとするのか見解を伺

います。 

② 町はふるさと納税の返礼品を提供する事業者の新規開拓を今後の課題としています。 

コロナ禍により人の移動が制限され、実店舗の売り上げが落ち込むなか、独自のＥＣサイト運営等が

困難な小規模事業者にとっても、本事業は新たな販路拡大につながり、町全体の活性化につながると考

えます。より多くの事業者に参入していただくには、新たな商品の研究・開発や、供給の仕組みの構築

など、事業者への支援が必要になると考えますが見解を伺います。 

③ 町は本事業実施により町の魅力発信と、それに伴う関係人口の増加を目指しています。本事業の取組

みを促進していくには、背景にある町民一人ひとりのストーリーに関心を寄せてもらえる発信の工夫が

必要と考えます。 

他自治体では、町の課題解決のために目的を限定した「ガバメントクラウドファンディング」形式の

寄附を募る事例もあります。 

ガバメントクラウドファンディングは本町においても町の課題解決に取り組もうとする町民の魅力発

信に有効な手段と考えますが、見解を伺います。 

町 長 

 

２ 子どもの参

加を促し子ど

もの声をまち

づくりに活か

す方策につい

て 

本町は、芽室町子どもの権利に関する条例、及びめむろまちづくり参加条例を制定し、子どもが芽室町の

まちづくりや社会活動に参加する権利と機会を保障しています。 

一方で、内閣府による「子ども・若者白書」では諸外国に比べ日本の若者たちの「自己有用感・自己肯定

感」や「政治・政策への関与」の意欲が低いことが明らかになっています。 

子どもが、自らが住み、学ぶ町の地域課題に関心を持ち、その課題解決に取り組む力を身につけられる仕

組みを構築することは地域の持続可能な発展のためには重要であると考え、以下について町長の見解を伺い

ます。 

 

町 長 
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質問議員 

氏  名 
質 問 項 目 質 問 の 内 容 ・ 要 旨 

答 弁 を 

求める者 

  

① 教育委員会が主体となり進められているコミュニティスクールやジモト大学など、地域が子どもたち

の学びや育ちのフィールドとなる取組みの推進には町長部局との目的の共有、連携、協働が必要不可欠

と考えます。 

事業推進にあたり、町長はどのような成果を期待し、どのような連携が可能と考えるのか見解をうか

がいます。 

② 芽室町子どもの権利に関する条例では、子どもの参加する権利を保障し、子どもの社会参加の機会を

確保することが定められています。 

令和元年９月定例会議での一般質問において、町長からは「定期的な子どもの声を聴く会議の開催は

しないが、子どもがまちづくりに参加し意見を表明できる機会を町内各分野で発掘し実施に向け取り組

みたい」、「子どもたちが主体的に地域課題解決やまちづくりに取り組む会議の運営が行えるようなき

っかけづくりとして取り組みたい」との答弁をいただいていますが、これまでどのように取り組まれて

きたか伺います。 

③ 子どもたちが主体的に地域課題やまちづくりに取り組めるようになるには、子どもたちが安心して地

域で活動できる場が必要と考えます。 

本町には、18 歳までの子どもが利用できる子どもセンターが町内２カ所に設置されていますが、中高

生の利用実績は極めて少ない状況です。子どもたちが地域課題に関心を持てるようになるには、まずは

子どもたちが地域に定着できるような工夫が必要と考えますが、中高生が地域で活動できる居場所づく

りの必要性について町長の見解を伺います。 

 


